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「有料老人ホームを対象とした指導の強化について」 の送付について

時下益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。

　

さて、厚生労働省では、本年２月に有料老人ホーム及び未届の有料
老人ホー

ムの追加調査を実施しており、 当該調査に関する通知については、 本会より

貴会宛に、平成２８年３月 ２日付（介１３８）「「有料老人ホームを対象とした指
導

状況等のフォローアップ調査 （第７回） における 「未届の有料老人ホーム」

の追加調査の緊急実施について」 の送付について （情報提供）」 と して、 情

報提供を行っております。

　

今般、 厚労省老健局担当部局より当該調査の結果が公表
され、 その結果を

踏まえて、 都道府県等の担当部局宛に、 有料老人ホームの届出の促
進や前払

い金の保全措置に違反している場合に適確な指導の実施を依頼する通知が発

出されま した。

　

本会としては、 調査実施の時と同様に、 厚生労働省担当部局に、 自施設
が

「有料老人ホーム」 に該当すると認識していない事業者も想定されることか

ら、調査の結果、未届 有料老人ホームであるこ
とが判明 した場合であっても、

すぐに指導・監査等の対象とするのではなく、 まずは届出の必要性について

丁寧に説明する等、 制度の周知を徹底させることを申し入れております。

　

なお、 当該通知には、 スプリンクラー設置の促進や権利金等の受領
禁止規

定の経過措置の終了についても示されております。

　

貴会におかれましても本通知内容をご了知いただき、傘下の郡市区医師会及び

会員へ情報提供していただきますよう、 よろしくお願い申し上げます。

記

（添付資料）
・ 「有料老人ホームを対象とした指導の強化について」

　　

（平成２８年４月２２日老高発０４２２第１号

　

厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）

以上



◎
老 高 発

　

０４２２第 １ 号
平成 ２８年 ４ 月

　

２２

　

日

各 ㈱ 湖 駐管部（局）長殿

厚生労働省老健局高齢者支援課長
（公印省略）

有料老人ホームを対象とした指導の強化について

　

「有料老人ホームの定期実態調査の実施について」（平成２６年１０月２２日付け厚生労働省

老健局高齢者支援課事務連絡）及び「有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォロー

アップ調査 （第７回） における「未届の有料老人ホーム」 の追加調査の緊急実施について」

（平成２８年２月１９日付け厚生労働省老健局高齢者支援課長通知）について、平成２７年度フォ

ローアップ調査結果として、別添のとおり取りまとめたので情報提供する。

　

単身又は夫婦のみの高齢者世帯が大幅に増加し、高齢者が安心して暮らせる高齢者向け

住まいのニーズが高まる中、有料老人ホームの入居者の居住の安定を確保し、適切な居住

環境を確保する観点から、有料老人ホームの適確な実態把握や継続的な指導監督が不可欠

である。
今回の調査結果を踏まえ、有料老人ホームに関する一層の指導の強化が必要であるため、
下記について、取組の徹底をお願いする。

記

１． 平成２７年度フオローアップ調査（第７回）の結果について

（１）未届の有料老人ホームの届出促進及び指導について

　　

これまで累次にわたり、有料老人ホームの届出促進に向けた取組みを徹底し、適切な

指導監督をお願いしているところだが、今回の調査結果でも、多数の未届の有料老人ホ

ームが確認され、届出が進んでいない実態が明らかになった。

　　

今回の未届の有料老人ホームの緊急追加調査では、従来の調査ルートを拡げ、有料老

人ホームの届出先である都道府県・指定都市・中核市だけでなく、市区町村の地域包括

支援センターや生活保護部局に対して調査を行った結果、新たに多数の未届の有料老人
ホーム（実態調査中のものや今後実態調査を行うものを含む）の報告があった。一方で、

　

これは各地方公共団体における未届の把握が一層進展した結果でもある。

　　

ついては、「有料老人ホームの届出促進等に関する総合的な取り組みの徹底について」

　

（平成１９年３月２０日付け厚生労働省老健局計画課長、振興課長通知）等の通知や以下

　

の内容を踏まえ、指導監督の徹底をお願いする。



①

　

有料老人ホームにおいては、虐待等をはじめ入居者の処遇に関する不当な行為

　

が行われることを未然に防止するためにも、必要に応じて地方公共団体が迅速かつ

適切に関与できる前提として、届出の手続を義務づけている。このため、今回の調

　

査で把握した未届の有料老人ホームについて、速やかに実態把握を行い、有料老人

　

ホームに該当する場合には、早急に届出を行うよう指導するとともに、入居者の処

遇等に関する適切な指導監確≠を徹底すること。
②

　

関係部局や市区町村の地域包括支援センター等に寄せられた未届の有料老人ホ

　

ームに関する情報が、都道府県・指定都市・中核市の有料老人ホーム担当部局に確

　

実に届けられるよう連携体制を構築し、関係機関一体となって取り組まれたい。ま

　

た、既存建築物・小規模建築物の特性に応じて届出を行い
やすくするよう、 平成

　

２７年３月３０日以降、地方公共団体の有料老人ホーム指導指針の見直しが行われて

　

いるが、引き続き指導指針の適切な運用を図り、届出促進に向けた取組み
を強化す

　

ること。

（２）有料老人ホームの前払金の保全措置の状況について

　　

今回の調査結果において、老人福祉法 （昭和３８年法律第１３３号） 第２９条第７
項に

　

基づく前払金の保全措置を講じていない有料老人ホームについては、前回調査に引き

　

続いて義務違反の施設の割合は減少し、一定の改善は見られているものの、 未だに違

　

反施設が多数存在している実態が確認された。

　　

こうした状況は、有料老人ホーム全体の信頼を揺るがしかねない事態で
あり、保全

　

措置を講じていない義務違反の有料老人ホームが存在している地方公共団体において

　

は、 入居者保護の観点から、重点的に厳正な指導を行
われるようお願いする。 また、

　

保全措置を講じている有料老人ホームについても、新規入居者に対しても引き続き保

　

全措置を講じるよう、事業者に対する継続的な対応をお願いしたい。

　

①

　

前払金の保全措置を講じていない有料老人ホームの事業者に対して、老人福祉

　　

法第２９条第９項に基づく検査や同条第１１項に基づく改善命令など速やかに改善

　　　

に向けた取組を実施すること。 なお、 検査の拒否や改善命令に対する違反等を行

　　　

った事業者に対しては、同法第３９条及び第４０条に基づく罰則の適用も視野に入

　　

れ、 より厳正な対応を図ること。

　

②

　

前払金の保全措置を講じていないことは、法令に違反する行為であることから、

　　

前払金の徴収を行う場合には、所要の措置を講じる必要があることを有料老人ホ

　　　

ーム事業者に対して周知徹底を図ること。 また、保全措置を講じる意思はあるも

　　　

のの、 取引条件等で銀行保証等を利用することが困難な有料
老人ホーム事業者に

　　

対しては、 担保を必要としない「公益社団法人全国有料老人ホ
ーム協会」 による

　　　

「入居者生活保証制度」 を活用することなどが考えられるので、適確に指導を行

　　

うこと。

　　

なお、本年６月３０日時点の状況について、今後第８回調査を行う予定として
おり、

　

様式等については別途通知する予定である。



２． 有料老人ホームに対するスプリンクラー設置の促進

　

消防法施行令 （昭和３６年政令第３７号） の改正により、 平成２７年４月１日以降、火

災発生時に自力で避難することが困難な者が入所する社会福祉施設（同令別表第一（６｝項

口に掲げる施設）において、原則として延べ面積にかかわらず設置すること
が義務付け

　

られている（既存施設については、平成３０年３月３１日まで経過措置が設けられている
）。

　

有料老人ホームについては、 避難が困難な要介護状態にある者を主として入居
させる

　

ものが、同令別表第一｛６｝項ロに掲げる施設に該当するこ
とから、特に既存の有料老人ホ

ームのうち、スプリンクラー設備を設置していないものを運
営している事業者に対して

は、消防部局への相談などを踏まえた改修の実施
を求めるなど、適切な指導等を実施し

ていただきたい。

　

また、スプリンクラー設備の設置にあたっては、
「地域介護・福祉空間整備等施設整

備交付金」 を活用できることから、 事業者に対してスプリンクラーの設置を指導
する場

合には、当該助成制度を併せて周知することにより、既
存の有料老人ホームにおけるス

　

プリンクラー設置が着実に実施されるよう促していただきたい。（ただし、 当該助成制

度の対象は、 平成２８年度から１，００ｏｄ未満の有料老人ホームとしている
ので、留意す

ること。）

　

なお、未届の有料老人ホーム （サービス付き高
齢者向け住宅の登録を受けた有料老人

　

ホームを除く。） については、 助成制度の対象外としてい
るので念のため申し添える。

【既存施設のスプリンクラー設備等整備事業｝

①

　　

１，０００ボ未満の場合

　　

９，２６０円／ボ

②

　

①かつ消火ポンプユニット等を設置する場合

　

９，２６０円／ポ十２３２万円まで

３． 権利金等の受領禁止規定に係る経過措置の終了について

　

平成２４年４月１日に施行した改正老人福祉法により、有料老人ホームにおいては権

利金その他の金品の受領が禁止となっているが、 平成２４年３月３１日までに届出がなさ

れている有料老人ホームについては、経過措置が設けられていたが、 平成２７年４月１

　

日以降は当該経過措置が適用されず、 以後は全ての有料老人ホームにおいて、権詳“
金そ

の他の金品を受領することができないこととなっているため、 ご留意願いたい。

以

　　

上



参照条文

１． 有料老人ホームに対する指導

○老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

（届出等）
第２９条

　

有料老人ホーム（老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食
事の提

供又はその他の日常生活上必要な便宜であって厚生労働省令で定めるもの （以下「介護

等」という。） の供与（他に委託して供与をする場合及
び将来において供与をすること

　

を約する場合を含む。） をする事業を行う施設であって、老人福ネ
蟻鶴設、認知症対応型

　

老人共同生活援助事業を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でないものをいう。

　

以下同じ。） を設置しようとする者は、 あらかじめ、その
施設を設置しようとする地の

都道府県知事に、次の各号に掲げる事項を届け出なければ
ならない。

　

一～七

　

（略）

２

　

前項の規定による届出をした者は、同項各号に掲げる事項に変更を生じたときは、
変

　

更の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なけれ
ばならない。

３

　

第一項の規定による届出をした者は、その事業を廃止し、又は休止しようとする
とき

　

は、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨
を当該都道府県知事に届け出なけれ

　

ばならない。
４～５

　

（略）

６

　

有料老人ホームの設置者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の

　

供与の対価として受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領してはなら
ない。

７

　

有料老人ホームの設置者のうち、 終身にわたって受領すべき家賃その他厚
生労働省令

　

で定めるものの全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、当該前払金の算

　

定の基礎を書面で明示し、 かつ、当該前払金について返還債務を負うこ
ととなる場合に

　

備えて厚生労働省令で定めるところにより必要な保全措置を講じなければならない。

８

　

（略）

９

　

都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、有料
老人ホームの設置者若しくは

　

管理者若しくは設置者から介護等の供与を委託された者（以下「介護等受託者」という。）

　

に対して、その運営の状況に関する事項その他必要
と認める事項の報告を求め、又は当

　

該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当
該有料老人ホーム若しくは当該介護等

　

受託者の事務所若しくは事業所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させる

　

ことができる。
１０

　

（略）

１１

　

都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第４項から第８項
までの規定に違反した

　

と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又は
その運営に関し入居者の利益

　

を害する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要がある
と認めるとき

　

は、当該設置者に対して、その改善に必要
な措置を採るべきことを命ずることができる。

１２

　

（略）



（有料老人ホーム協会）

第３０条

　

その名称中に有料老人ホーム協会という文字を用いる一般社団法人は、有料老人

　

ホームの入居者の保護を図るとともに、有料老人ホームの健全な発展に資するこ
とを目

　

的とし、かつ、有料老人ホームの設置者を社員（以
下この章において「会員」という。）

　

とする旨の定款の定めがあるものに限り、設立することができる。

２

　

前項に規定する定款の定めは、これを変更することができない。

３

　

第１項に規定する一般社団法人（以下「協会」という。）は、成立したときは、成立の

　

日から２週間以内に、登記事項照明書及び定款の写しを添えて、
その旨を、厚生労働大

　

臣に届け出なければならない。
４

　

協会は、会員の名簿を公衆の縦覧に供しなけれ
ばならない。

（名称の使用制限）
第３１条

　

協会でない者は、その名称中に有料老人ホーム協会
という文字を用いてはならな

　

し、。

２

　

協会に加入していない者は、その名称中に有料老人ホーム協会会員
という文字を用い

　

てはならない。

第３９条

　

第１８条の２第１項又は第２９条第１１項の規定による命令に違反した者は、６月

　

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

第４０条

　

次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、３０万円以

　

下の罰金に処する。

　

ー

　

第２９条第９項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれ
らの

　

規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくはこれ
らの規

　　

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

　

二

　

第２９条第１項から第３項までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたと

き。
三・四

　

（略）

○老人福祉法附則（平成２３年法律第７２号）

（施行期日）
第１条

　

この法律は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、
次の各号に掲げる規定は、

　

当該各号に定める日から施行する。
１・２

　

（略）

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置）

第１０条

１・２

　

（略）

３

　

新老人福祉法第２９条第６項の規定は、施行日の前日までに旧老人福祉法第２９
条第１

　

項の規定による届出がされた同項に規定する有料老人ホームについては、 平成２７年４



月１日以降に受領する金品から適用する。
４

　

（略）

２．特定施設入居者生活介護等の事業所に対する指導

○介護保険法（平成９年法律第「２３号）

（指定の取消し等）
第７７条

　

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定居宅

サービス事業者に係る第４１条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指

定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
一～三

　

（略）

　

四

　

指定居宅サービス事業者が、 第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の

　

設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をするこ

　

とができなくなったとき。
五～九

　

（略）

十

　

前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国民の保

　

健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命

　

令若しくは処分に違反したとき。
十一～十三

　

（略）

２

　

（略）

（指定の取消し等）
第７８条の１０

　

市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定地

域密着型サービス事業者に係る第４２条の２第１項本文の指定を取り消し、又は期間を

定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。
一～四

　

（略）

五

　

指定地域密着型サービス事業者が、 第７８条の４第２項又は第５項に規定する指定

　

地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密

　

着型サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。
六～十一

　

（略）

十二

　

前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律その他

　

国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に

　

基づく命令若しくは処分に違反したとき。
十三～十五

　

（略）

（指定の取消し等）
第１１５条の９

　

都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指

　

定介護予防サービス事業者に係る第５３条第１項本文の指定を取り消し、又は期間を定

　

めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。

　

一・二

　

（略）



三

　

指定介護予防サービス事業者が、第１１５条の４第２項に規定する指定介護予防サー

　

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サ

　

ービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービスの事業

　

の運営をすることができなくなったとき。
四～八

　

（略）

九

　

前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その他国民

　

の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づ

　

く命令若しくは処分に違反したとき。
十～十二

　

（略）

２

　

（略）

○ 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）

（指定の取消し等に係る法律）
第３５条の５

　

法第７７条第１項第１０号、第７８条の１０第１２号、 第８４条第１項第１０号、
第９２条第１項第１０号、 第１０４条第１項第９号、第１１５条の９第１項第９号、第１１５条

　

の１９第１１号及び第１１５条の２９第９号の政令で定める法律は、次のとおりとする。
一～十四

　

（略）

十五

　

老人福祉法
十六～二十四

　

（略）



　

別添

平 成

　

２８ 年

　

４ 月

　

２２

　

日

厚生労働省老健局高齢者支援課

「平成２７年度

　

有料老人ホームを対象とした指導状況等

のフオローアップ調査 （第７回）」 結果

　

『有料老人ホームに関する定期的な調査の実施について（平成２７年７月３０日付け事務連絡）』および『有

料老人ホームを対象とした指導状況等のフォローアップ調査（第７回） における「未届の有料老人ホーム」

の追加調査の緊急実施について（平成２８年２月１９日付け通知）』に基づく調査結果は以下のとおり。

１． 有料老人ホームの届出状況について

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回

Ｈ２１，１０，３１時点Ｈ２２，１０，３１時点 Ｈ２３，１０，３１時点 Ｈ２４，１０，３１時点 Ｈ２５，１０，３１時点 Ｈ２６，１０，３１時点 Ｈ２７，６，３０時点

Ｈ２８．１．３１時点

（緊急追加
調査）で新
たに把握し
たもの

①

　

届出
施設数

４，８６４件 ５，７１８件 ６，７２６件 ７，８６３件
８，９１６件 ９，９４１件 １０，６２７件

②

　

未届
施設数（※）

３８９件 ２４８件 ２５９件 ４０３件 ９１１件 ９６１件 １，０１７件 ６３３件

③届出率
（①／①十②）×ｌｏｏ

９２．６％ ９５．８％ ９６．３％ ９５．１％ ９０．７％ ９１．２％ ９１．３％

④未届率
（②／①＋②｝Ｘ１ｏｏ

７．４％ ４．２％ ３．７％ ４．９％ ９．３％ ８．８％ ８．７％

（※） 把握している 「未届施設数」 には、現在施設に対して実態調査を行っている又は今後実態調査を

　

行うために、報告時点では有料老人ホームに該当するか判断できる段階に至ってい
ない施設を含む。

【参考】各回の調査期間内で新たに把握した届出／未届の施設数
第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回

Ｈ２１，５，Ｉ

～Ｈ２１，１０，３１

Ｈ２１，１１，ｌ

　

～Ｈ２２，ｌｏ，３１

Ｈ２２，１１，Ｉ

　

～Ｈ２３，ｌｏ，３１

Ｈ２３，１１，Ｉ

～Ｈ２４，ｌｏ，３１

Ｈ２４，１１，Ｉ

　

～Ｈ２５，ｌｏ，３１

Ｈ２５，１１，Ｉ

　

～Ｈ２６，ｌｏ，３１

Ｈ２６，１１，ｌ

　

～Ｈ２７，６，３０

Ｈ２８．１，３１

　

時
点（緊急追
加調査）で
新たに把握
したもの

①

　

届出
施設数

６１９件 ８５４件 １，００８件 １，１３７件 １，０５３件 １，０２５件 ６８６件

②

　

未届
施設数（※）

１６３件 ５９件 ９５件 ２４５件 ６５８件 ３７０件 ２８８件 ６３３件

③届出率
（①／①十②）×ｌｏｏ

７９．２％ ９３．５％ ９１．４％ ８２．３％ ６１．５％ ７３．５％ ７０．４％

④未届率
（②／①十②）×ｌｏｏ

２０．８％ ６．５％ ８．６％ １７．７％ ３８．５％ ２６．５％ ２９．６％



２．未届の有料老人ホームに対する指導状況及び有料老人ホームに対する入居者の処
遇

　

等に係る指導状況について （平成２７年６月３０日時点）

施設数
届出に関する

　

指導
入居者の処遇
に係る指導

①

　

平成２６年１０月

　

３１日時点の

　　

「未届の有料老人ホーム数」 （※１）

　　　

②平成２７年６月３０日までに届出済

　　　

③平成２７年６月

　

３０日時点で未届

　　　

④実態調査の結果、 有料老人ホームに該当

　　　　

しなかったもの等（※２）

９６１件 ７１７件 ７９件

②平成２７年６月３０日までに届出済 １５９件 １１３件 ３８件

③平成２７年６月

　

３０日時点で未届 ７２９件 ６０４件 ４１件

④実態調査の結果、 有料老人ホームに該当
しなかったもの等（※２）

７３件

⑤平成２６年１１月 １日～平成２７年 ６月

　

３０日時点で

新たに把握した 「未届の有料老人ホーム数」（※１）
２８８件 １８２件 ２３件

⑥平成２７年６月

　

３０日時点の

　

「届出された有料老人ホーム数 （②の数を除く）」
１０，４６８件

１，０７４件

（※１） 把握している 「未届の有料老人ホーム数」 には、 現在施設に対して実態調査を行っている施設等を含む。

（※２） 前回フォローアップ調査（平成２６年１０月３１日時点）以降に実態調査を行った結果、有料老人ホーム事業を

廃止したものや食事等のサービスを提供していなかったことが明らかとなったもの、 など。

【参考】入居者の処遇等に関する主な指導内容およびその指導を行った自治体

○行動制限は、 緊急やむを得ない場合に限定し、その記録を保存するように指導

（４１自治体）
北海道、青森県、青森市、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、前橋市、高崎

市、埼玉県、千葉県

柏市、 神奈川県、 横浜市、 横須賀市、 新潟県、 新潟市、 長野
県、 長野市、 岐阜県、 愛知県、 名

屋市、 大阪府、 大阪市、 東大阪市、 和歌山県、 和歌山市、
広島県、 高松市、 愛媛県、 松山市、

岡市、熊本県、熊本市、 大分県、宮崎県、宮崎市、鹿児島県、鹿児島市、沖縄県、
那覇市

＼
、
古
福

　

ノ

○－部屋に複数人が生活しているため、 個室化等によりプライバシーが確保されるよう指
導

（２２自治体）

　　 　 　 　　　　　　　　 　 　　　
島県、 沖縄県、 沖縄市

○夜間に人員が配置されていないなどの不備があるため、 緊急時に対応可能な体制を確保す

るよう指導 （１２自治体）

　

福島県、 群馬県、 高崎市、 長野県、 愛知県、名古屋市、 大阪市、
豊中市、 大分県、 宮崎市、１

　

沖 縄 県、 那 覇 市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

○居室の面積が狭いため、 生活に必要なスペースを確保するよう指導 （
１９自治体）

　

青森県、青森市、仙台市、福島県、茨城県、群馬県、埼玉県・ 千葉県・ 束布都・福井
県・岐１

　

阜県、 愛知県、名古屋市、 大阪府、 島根県、 広島県、 福岡県、
大分県、 沖縄県

　　　　　

」

○廊下が狭く、 車椅子での移動に支障をきたす等、構造上問題があるため、改
善を指導

（１３自治体）

磁 謡：蒸密集 瀕 鹸
埼玉県、東京都、岐阜県、名古屋市、大阪府、神戸市、広島県、〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ （

　

） 内の数字は指導を行った自治体数



３． 前払金の保全措置が鑑三務付けられている有料老人
ホーム（平成１８年４月１日以

　

降に設置） の保全措工の状況について （平成２７年６月３０日時点）

老人福祉法第２９条第７項に基づき、 平成１８年４月１日以降に設置
された有料老人ホ

ームにおいて前払金を徴収する場合は、 前払金の保全措置を講じる必要
がある。

施設数

平成１８年４月１日以降に設置された有料老人ホーム数

　

（うち）前払金を徴収している施設数

　　　

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数 （①）

　　　　　　

銀行等による連帯保証委託契約

　　　　　　

信託会社等による信託契約

　　　　　　

全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度

　　　　　　

保険会社による保証保険契約

　　　　　　

そ の 他

　　　

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数 （②）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（② ／ ① 十 ②） ×１００

８，７３８件

（うち）前払金を徴収している施設数

　

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数 （①）

　　　　

銀行等による連帯保証委託契約

　　　　

信託会社等による信託契約

　　　　　

全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度

　　　　

保険会社による保証保険契約

　　　　

その他

　

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数 （②）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（② ／ ① 十 ②） ×１００

１，２８４件

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数 （①）

　　　

銀行等による連帯保証委託契約

　　　

信託会社等による信託契約

　　　

全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度

　　　

保険会社による保証保険契約

　　

その他

１，２０７件

銀行等による連帯保証委託契約 ４７３件

信託会社等による信託契約 ３９１件

全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度 ３３１件

保険会社による保証保険契約 ９件

その他 ３件

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数 （②） ７７件

（②／①十②） ×１００ （６．０％）

【参考】前払金の保全措置が義務付けられていない有料老人ホーム（平成１８年３月

施設数

平成１８年３月 ３１日以前に設置された有料老人ホーム数

　

（うち）前払金を徴収している施設数

　　　

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数

　　　

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数

１，８８９件

（うち）前払金を徴収している施設数

　

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数

　

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数

８６１件

（うち）前払金の保全措置を講じている施設数 ３５６件

（うち）前払金の保全措置を講じていない施設数 ５０５件

３１日以前に設置） の保全措置の状況について



有料老人ホームの届出状況、入居者処遇等に係る指導状況について

　　　　　　　　　　　

有料老人ホームの届出状況

　　　　　　　　　　　　　　

未届の有料老人ホーム（実態調査中のものを含む）１、対する指導状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

未届の有料老人ホーム施設数

　　　　

平成２６年，ｏ月３，日時点で未届の有料老人ホーム（実態調査中のものを含む）

　　

＝成２６年－－月，日～平成２７

　

所管自治体

　　　　　

※実態諸調査誹鶏器桑き
実態

　　　　　　　

に対する指導状況

　　　　　　　

鱒黒島時の箸警醒叉烹
把
－

滋聯繋有料
薯噛む妄施設平成都繋鮎墨露還鰍

　　　　

寵 獣連覇醐 叢瀦潔要激 闘 雛瀞 鰯競
を含

　　　　　　　　

（平成２７年６月３０日時

　　　　　　　　　　　

日時点）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※緊急追加調査に

　　　　

点）

　　　　

加 搬‘蜘総響駿濯会議』闘懐綴 饗饗繊崎指嶺謄 醗這施設数繋遍彫塵菱電潜
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届出を行っていない有料老人ホーム

○「届出」を行っていない事業者は、老人福祉法第２９条第１項の規定に違反している。

○「届出」がなければ、その有料老人ホームは行政との連携体制が不十分となる恐れがあるため、
都道府県等においては、未届施設に対する実態把握や指導監督を強化するなどの対応が必要。

未届率 （単位＝％）施設数 （単位・・件）
［コ未届施設数

　

ニニ届出施設数

　

一ト未届率

未届には、実態調査中 １０
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※緊急追加調査
（Ｈ２８．１．３１時点】の結果、
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平成２２年

　　

平成２３年

　　

平成２４年

　　

平成２５年

　　

平成２６年

　　

平成２７年（６．３０時点）

　　　

※出典：厚生労働省老健局高齢者支援課調べ （平成２１年～平成２６年は１０月３１日時点、平成２７年は６月３０日時点）
平成２１年



前払金の保全措置を講じていない有料老人ホーム

ー－

口銀行等による連帯保証委託契約

口全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度

□ そ の 他
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【平成２７年６月３０日時点

　

厚生労働省老健局高齢者支援課調べ】

口信託会社等による信託契約

口保険会社による保証保険契約
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軽前払金の保全措置を講じてし、なし、施設数」

３３１

３９１

４７３

検査や改善命令など、改善
に向けて重点的に指導を行
うとともに、悪質な場合には
罰則適用を視野に入れ、厳
正な対応をとるように、都道
府県等に要請

（うち） 前払金を徴収している施設数：１，２８４件

（うち） 前払金の保全措置を講じていない施設数＝

　

７７件

平成「８年４月１日以降に設置された有料老人ホーム数：８，７３８件

○前払金の保全措置を講じていない事業者は、老人福祉法第２９条第７項の規定に違反してい
る。

○保全措置がない場合、事業者が有料老人ホーム事業を継続できなくなっ
たときに、入居者が最初に

　

支払った前払金の残余分を返済することができなくなる恐れがあるため、入居者保護の観点
から、

　

厳しい指導が必要。




